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情報構造 期待消費者余剰
１２３４ ７７７７ ES(ワES(ワES(ワES(ワ １ １ １ １ ） )＋ぴ ２ )＋β（ /8β び ２ ＋『 ２ )/32(β＋γ） 
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Ｅ汀r(７２)＞Ｅ汀｢(ワ4)＞Ｅ汀『(ワ3)＝Ｅ元｢(ワ,）
Ｅ元a(ワ4)＞Ｅ７ｒａ(ワ3)＝Ｅ汀a(ワ2)＝Ｅ元a(ワ1）
Ｅ汀、(７２)＞Ｅ汀、(７４)＞Ｅ汀、(ワ3)＝Ｅ汀、(ワl）
ＥＳ(ワ2)＞ES(ワ4)＞ES(ワ3)＝ES(ワl）
である。
それぞれの業者の利潤および消費者余剰は，需要変動Ｅおよび費用変
動ｒに関する`情報がないケースＩより情報があるケースⅡ～Ⅳの方が大
きいか，少なくとも同じである。これは，当然のことであるが，それぞ
れの業者は`情報システム化により需要および費用の変動に関する正確な
情報が得られ，生産計画について正確な判断を下せるからである。
すべての業者についてケースⅣの期待利潤がケースⅢの期待利潤より
大きいことから，アパレルのみがＥおよびどの実現値を知っているとき
には，小売り店およびメーカーにｅおよびどの実現値を`情報提供するこ
とによりすべての業者の期待利潤が増大するから，垂直統合の誘因が存
在することがわかる。
ただし，小売り店およびメーカーについてはケースⅡの期待利潤がケ
ースⅣの期待利潤より大きいことから，‘情報システム化により小売り店
のみがＥの実現値を知っておりメーカーのみがどの実現値を知っている
ときには，小売り店およびメーカーはＥやどの情報を共有しない方が期
待利潤が大きくなるから，‘情報システム化により情報を共有する誘因を
もたない。ところが，実際にはアパレルが取り引きする小売り店やメー
カーはたくさん存在し，個別の小売り店やメーカーは独自の需要条件や
独自の費用条件を知っているだけであり，市場全体の需要情報や費用`情
報は多数の小売り店やメーカーと取り引きしているアパレルのみが知り
うることになるから，ケースⅡが生じる可能性は小さい。
7１ 
４垂直統合と経済厚生
第３節において，産業の情報システム化により垂直統合の誘因が働く
ことを指摘した。この節においては，実際にそれぞれの業者が垂直統合
きれたときの効果について分析する｡産業が統合されていない状態をＮ，
垂直統合されている状態をＩによって表す。
４－１垂直統合の効果，
垂直統合きれた企業の逆需要関数は
(49Ｉｐ－α＋Ｅ－βｙ 
であり，費用関数は
ｃ(y)＝(γｙ＋６＋：)ｙ 
であるから，期待利潤は
15(ＩＥｎ＝pry-pay＋Pay-Pmy＋pmy-C(y)＝py-C(y） 
＝（α＋９－βy)ｙ－(γｙ＋６＋：)ｙ 
である。この企業は期待利潤を最大にするように製品の供給を決定する
から，
151）ｙ＝（α＋Ｅ－６－ｒ)/2(β＋γ） 
が得られる。このとき，（３０式を倒式に代入することにより，供給価格は
⑰ｐ＝|(α＋ｅ）（β＋2γ)＋β（６＋：)|/2(β＋γ） 
となる。したがって，側式と幽式を㈹式に代入することにより，期待利
潤は
ＥⅡ(1)＝E(py-c(y))＝Ｅ[(α＋Ｅ－６－ｐ２/4(β＋γ） 
＝Ｅ[|α＋〆－６－ツ＋（ｅ－ﾉα)－(ピーッ)}2/4(β＋γ)］
＝(α＋/α￣６￣ソ)2/4(β＋γ)＋(び2＋で2)/4(β＋γ）．
＞3(α＋座－６－〃)2/16(β＋γ）
＝元｢＋元a＋元、＝Ⅲ(N）
となる。
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このときの期待消費者余剰は，㈱式から，
ＥＳ(1)＝βy2/２ 
＝β（α＋ﾉｕ－６－ｙ）2/32(β＋γ)2＋β（ぴ2＋で2)/8(β＋γ)２
＞β（α＋/α－６－ｙ）2/32(β＋γ)2＝ES(N） 
である。
こうして，垂直統合により統合された企業の期待利潤および期待消費
者余剰が増大することがわかる。
定理２：小売り店，アパレルおよびメーカーが統合され，需要および
費用の変動に関する情報を共有して利潤を最大にするように行動すると
き，統合された企業の期待利潤および期待消費者余剰はどの情報構造に
対する期待利潤および期待消費者余剰より大きい。
このように垂直統合により経済厚生が増大するのは，統合きれていな
いときと比較して，期待小売り価格が低く，期待小売り在庫量が大きい
からである。実際，統合されていないときの製品の期待在庫量Ｅｙ(N）
および統合きれたときの製品の期待在庫量Ｅｙ(I)は，
Ｅｙ(N)＝β（α＋/Ｌ－６－ソ)/4(β＋γ）
＜β（α＋ﾉａ－６－ソ)/2(β＋γ）＝Ey(1)
であり，統合されていないときの期待小売り価格Ｅｐ(N)および統合さ
れたときの期待小売り価格ＥＰ(I)は，
Ｅｐ(N)＝α＋/α－β（α＋ﾉａ－６－ソ)/4(β＋γ）
＞α＋ﾉｕ－β（α＋ﾉａ－６－ｙ)/2(β＋γ）＝Ep(1) 
である。したがって，垂直統合されたことにより，供給量が増大し，小
売り価格が下落することがわかる9)。
こうして，，情報システム化による垂直統合の経済効果は，情報システ
ム化により正確な`情報に基づいて生産すると同時に，それぞれの業者に
よって独自に行われていた独占的意思決定の連鎖を解消することにより
7３ 
効率的な生産を実行できることにある。
４－２数値例
垂直統合による経済効果をより明確に理解するために単純な数値例を
あげることにする。α＋〆＝１７，６＋'ノー１，β＝γ＝1のとき，統合き
れていないときの小売り価格，卸売り価格，メーカー価格および小売り
在庫量は
ｐ｢(N)＝|(α＋ﾉα)(3β＋4γ)＋βの＋ソ)|/4(β＋γ)＝ｌ５
Ｐｍ(N)＝|(α＋/U)（β＋2γ)＋βの＋ソ)}/2(β＋γ)＝ｌ３
Ｐｍ(N)＝｜γ（α＋〆)＋(2β＋γ）（６＋ｙ)|/2(β＋γ)＝５
ｙ(N)＝z(N)＝（α＋ﾉｃｚ－８－ｙ)/4(β＋γ)＝２ 
であり，垂直統合きれているときの価格および小売り在庫量は
Ｅｐ(1)＝|(α＋ﾉα）（β＋２γ)＋β（６＋ｙ)|/2(β＋γ)＝１３ 
Ｅｙ(1)＝Ez(1)＝(α＋〆－６－ｙ)/2(β＋γ)＝４
である。したがって，垂直統合きれていないときの産業の経済厚生は
Ｅ汀r(N)＝β（α＋ﾉａ－６－ｙ)2/16(β＋γ)2＝４
Ｅ元a(N)＝（α＋〆－６－ｙ)2/8(β＋γ)＝１６
Ｅ元、(N)＝γ（α＋〆－６－１ﾉ)2/16(β＋γ)2＝４
ＥＳ(N)＝βｙ(N)2/2＝２ 
であり，垂直統合きれているときの産業の経済厚生は
ＥⅡ(1)＝（α＋/Ｌ－６－ｙ)2/4(β＋γ)＝３２ 
ＥＳ(1)＝βｙ(1)2/2＝８ 
である。
５結びにかえて
繊維産業の生産・供給システムは，需要と費用の不確実な変動による
リスクを川上・川中・川下の生産段階が在庫を保有することにより分担
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図３垂直統合された企業の独占均衡
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し，それらが独自の意思決定を行うということに特徴があった。ところ
が，情報システム化によって不確実`性が解消きれることにより，繊維産
業は川中を中心として垂直統合が試みられている。われわれは，こうし
た情報システム化によって繊維産業が垂直統合きれる誘因があることを
確認した。しかし，本稿の結論はさまざまな単純化に基づいている。
本稿においては，,情報システム化を需要および費用の変動の正確な`情
報を獲得することであると考えたが，実際の繊維産業の情報システム化
は生産体制を整備することにある。このとき，生産体制の整備は民間の
生産者の私的な投資によって達成されると考えるのか，社会的共通資本
の整備のように公的な形で達成きれると考えるのかによって経済効果は
異なる。また，本稿の結論は情報システム化を補助する人材育成を実現
するための問題点を無視することによって得られた。ざらに，本稿にお
ける繊維産業のモデルは価格調整によるシュタッケルベルク均衡として
定式化きれている。情報システム化による産業構造の変化を分析するな
らばもちろんこれらの観点を考慮すべきであるが，それは今後の課題と
したい。
注
＊本稿は文部省科学研究費重点領域研究「情報社会と人間」における研究
果の－部である。筆者は「情報社会と人間」第４群の合同研究会の参加メ
ンバー諸氏から有益なコメントをいただいた。ここに記して感謝したい。
もちろんありうべき誤謬は筆者のみに帰せられる。
１）繊維産業における情報化の現状については繊維産業情報システム化推
進協議会情報システム化部会の報告書（1992）が詳しい。
２）垂直統合についてはTirole（1988,Ｃｈａｐ４）あるいはPerry（1991）
を参照されたい。
３）不確実性のもとでの垂直統合の理論にはCarlton(1979)，Perry(1982,
1984）などがある。
４）本稿においては価格調整に基づくモデルを用いて分析しているが，実
際の取引においては数量調整が行われているように見える。たとえば，ア
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バレルが個別のメーカーに注文を出すケースにおいてはまずアパレルがメ
ーカーに数量を指示して，つぎにメーカーが提示するメーカー価格に基づ
いてアパレルが行動するように思われる。ところが，このようなケースに
おいても価格調整が働いていると考えられる。アパレルは複数のメーカー
と取り引きしており，アパレルにとってはメーカー価格が低いほどよいが，
メーカー価格が高いほど採算のとれるメーカーが多く，メーカー価格が低
いほど採算のとれるメーカーが少ない。このとき，アパレルは必要な数量
を得るためのメーカー価格で採算のとれるメーカーと取り引きするから結
果的に価格の調整により数量が決定されていることになる。
5）アパレルの在庫調整についてどのようなルールに基づいて分析を進め
るかは，窓意的であり，本稿の結論とはあまり関係ない。そこで，ここで
は在庫を出ざないという在庫調整ルールに基づいて分析する。
6）産業構造から，メーカーは需要変動Ｅについてのメーカーの情報とは
独立に，アパレルが指定するメーカー価格に対して反応するから，需要変
動ｃについてのメーカーの情報は重要ではない。同じように，費用変動ビ
についての小売り店の情報は重要ではない。したがって，本質的なのはそ
れぞれの４つのケース
ｅ：［０，０，.］，［１，０，.］，［０，１，．］，［１，１，．］ 
：：［・’０，０]，［・’０，１]，［・’１，０]，［・’１，１］
である。そこで，可能性は4×4＝16通りであるが，ここでは対称的なケー
スを考えることにすると，表１のケースになる。
7）アパレルや小売り店が危険中立的であるという仮定は分析を容易にす
るためである。産業が情報システム化されていないときに，不確実な需要
変動に対応するために各生産段階が危険分担をすることを示すためには，
それぞれの生産段階は危険回避的でなければならない（丸山，1988，第３
章)。
8）ここでの分析法は酒井（1990)，丸山（1988）に多くを負っている。
9）垂直統合による価格の変化は，必ずしも自明ではかい。垂直統合に伴
う価格変化の分析については，Vernon＆Graham（1971)，Schmalensee
（1973)，Warren-Boulton（1974)，MaUela＆Nahata（1980）などの一連
の研究があり，それらの結果はQuirmbach（1986）によって整理されて
いる。
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